
（様式：中小企業用）
　年　　月　　日
（あて先）

　京 都 市 長　
≪注釈・例示（赤文字）は削除して作成してください≫
　　　　　申請者　所在地　〒
　　
　　名　称　（企業名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名（役職名・氏名）　　　　　　印

　　
京都発革新的医療技術研究開発助成事業提案書

　　京都発革新的医療技術研究開発助成事業について必要書類を添えて，以下のとおり提案し　

　ます。
助成事業テーマ名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　

区分番号：　　　　　　区分名：　　　　　　　　　　　
※ 募集要項（Ｐ．３）３　提案要領（２）参照
１　申請者の概要(枠内に収まるように御記入ください)
	（フリガナ）
企業名
	

	（フリガナ）
代表者名
	

	住所
	〒　　　　

	業種
	

	資本金
	千円
	従業員数
	名

	売上高
	千円【前年度】
千円【前々年度】
	経常利益
	千円【前年度】
千円【前々年度】

	連絡先
	（フリガナ）
研究責任者名
	

	
	住所
	〒


	
	電話番号
	－　　　　－

	
	FAX
	－　　　　－

	
	E-mail
	

	
	URL
	

	共同研究者名
	（共同研究者がある場合は記載してください。）


	会社沿革

（創業・創立等）
	


２　研究開発費の内訳(枠内に収まるように御記入ください。金額は千円単位です。)
	費　目
	内　　訳
	金額（千円）

	設備・備品費
直接経費の

５０％まで
	○○分析装置（資産計上される物品）

	     

	材料・消耗品費
	○○用試薬，○○用カラム（資産計上されない物品）

	   

	労務費
	研究助成アルバイト

	   

	旅費・交通費
	学会発表（研究に直接関わる国内出張旅費等）

	   

	その他費用
	外注加工費（以上の費目に分類されない費用）


	   

	合　計
	合計額が1,000円以下であることをご確認ください。

	   


３　応募課題の実績(枠内に収まるように御記入ください)
	論文発表の有無
	□　有　

□　無
	（「有」の場合，代表論文１件について，題名，全著者名，掲載雑誌名，巻，年，ページを記載）

	特許出願の有無
	□　有　

□　無
	（「有」の場合，代表特許１件について，出願又は公開番号，名称，発明者名，出願人名を記載）


４　応募の概要
　（１）申請テーマの概要を３００文字以内で要約し，御記入ください。
	（背景・現状, 助成事業における目標などを簡潔に記載）
300文字を超えた場合は、審査用フォーマットの都合上、審査委員等が読めない可能性があります。



　（２）申請テーマの研究開発実施計画を３００文字以内で要約し，御記入ください。
	（研究開発計画を研究の流れが分かるように記載）
300文字を超えた場合は、審査用フォーマットの都合上、審査委員等が読めない可能性があります。



　　※様式は原則として改変しないでください。（項目１～４で３頁）
　　　ただし、同一頁内で枠の大きさを調整することは自由です。

５　応募の内容
	応募内容の概要
（技術内容，将来の目的，実施内容，目標等を簡潔に記載）




６　応募テーマの内容
（１） 助成事業で目指す研究成果
	（解決すべき問題点について,数値を含め具体的に記載）




（２）　新規性及び優位性
	


（３）　実用化を目指す分野又は製品像と本テーマの目的
	（実用化を目指す製品像,将来の目的を記載）




（４）　研究開発実施計画
	（今回の助成期間内における研究開発内容，研究開発目標等について記載）




（５）　波及効果
	


（６）　事業創出及び事業化計画（※中小企業者のみ）
	


　※項目５～６の各枠の大きさは、４頁の範囲内で調整自由です。
　　項目１～４が３頁、項目５～６が４頁、合計７頁に収まっていることをご確認ください。

７　過去の当助成事業への申請実績

	申請の有無
	□　有　

□　無
	（申請「有」の場合，提案年度，テーマ名，概要を記載）

	採択の有無
	□　有　

□　無
	


（添付書類） 

　提案者が中小企業の場合は，以下の書類各１部を添付すること
（１）直近１期分の決算書

  (貸借対照表，損益計算書の写し１部又は直近１期分の確定申告書の写し１部)

  ※創業１年未満の場合は，確定申告書の写し１期分又は税務署への事業開始届の写し等１部

（２）商業・法人登記簿謄本（現在事項全部証明書）（原本）１部（個人は不要）

（３）直近１期分の法人市民税，固定資産税・都市計画税（土地・家屋）の納税証明書（原本）

　※創業１年未満等の理由により法人市民税の納税証明書が発行されない場合及び，固定資産を保有していないため，固定資産税・都市計画税の納税証明書が発行されない場合は，別紙（様式）に添付の「法人市民税の納税証明書無添付理由書」，「固定資産税・都市計画税の納税証明書無添付理由書」に記名，押印のうえ提出してください。
